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１．序論 
1.1 はじめに 
 当社は、物流事業者であり倉庫業、港湾・海上・陸上・航空貨物運送業および通関業を
生業にする総合物流会社である。寄託貨物は、食品原料・製品から工作機械まで多岐にわ
たりそれぞれの荷主要望に合わせた物流サービスを展開している。私自身は、営業部署に
所属しており新規開拓営業の他、既存荷主や自社物流現場の物流改善に携わっている。 
 今回は、2017 年度に実施した日用品製造業者（以下、A 社と言う）に対する国内物流提
案の事例について、物流技術管理士資格認定講座にて学んだ内容を踏まえながら論じる。 
 なお、機密保持の観点から、本論文用にデータを編集し、資料を再構成していることを
ご了承頂きたい。 
 
1.2 A 社との関係性および物流提案の背景 
 本論文では、A 社への国内物流における「物流 MAP 整理と拠点分散化提案」について
論じる。A 社とは、図 1 で示す通り当社荷主である OEM 業者 B 社を介し、数年前より一
部商品の物流取引を北関東地区自社倉庫（以下、T1 と言う）で開始していた。そのた
め、A 社における主要生産・物流拠点立地および大まかな物流体制は把握していた。 

A 社は、年商 1,000 億円以上の企業であり年々売上⾼増加傾向にある成⻑企業である。
昨今の物流環境の悪化において A 社の顧客である卸・問屋業（以下、カスタマーと言う）
への継続的な安定供給の懸念および物流効率化（サービスレベルの向上、物流コスト・管
理コストの削減）の可能性があったことから本物流提案を実施した。 

 

 
 
1.3 自身の役割 
 本物流提案にあたり A 社の営業担当者として物流改善提案（現状把握、分析、問題整
理、改善策立案）を実施した。また、プロジェクトリーダーとして提案倉庫である南関東
地区自社倉庫（以下、T2 と言う）における運用方法の確立とともに稼働後のアフターフ
ォローまで総合的に実施している。 
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２．本論 
2.1 物流提案の進め方 
 A 社は、⻑年中部地区にある主要生産工場に隣接する自社物流センター（以下、A セン
ターと言う）にて生産拠点直送型 1 による物流体制をとっていた。売上⾼物流コスト比率
は一般水準より低く、これは生産拠点直送型体制による効果が大きいと考えられていた。
一方、実務部隊は、年々取扱い物量の増加に伴い、バッファ用倉庫の外部委託先が多くな
っており在庫管理対応や物量波動が大きく販売物流への対応に苦慮していた。また、配送
品質が年々悪化していることから配送網の見直しも検討すべきと感じていた状況である。 

そこで、上層部である物流センターを管轄する物流部門⻑、製品調達を管轄する部門⻑
および実務部隊の物流関係者に対し物流事情に関心をもって頂く事から始めた。説明資料
には、1.物流を取り巻く環境（将来の安定供給における懸念）、2.物流視点における BCP
対応の重要性、3.物流コストの仕組み並びに拠点数とトータル物流コストのトレードオフ 2

の関係性を盛り込んだ。上記観点の重要性およびドライバー不足の話題性もあり提案をす
る運びとなった。図 2 の通り 5 段階に分け進めることにした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
1、2 広瀬卓也「第 7 単元 総合演習Ⅰ 物流改善演習」『第 142 期物流技術管理士資格認定
講座テキスト』,2020 年,P.9-10 
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2.2  A 社物流センターの現状把握と現行物流 MAP 
 A 社は、主要生産工場および A センターを中部地区同一敷地内に所有している。工場で
生産された商品は A センターに自動搬送され格納されている。出庫作業など荷役作業は、
一部を外部業者に委託している。OEM 委託として中部・関東地区に数社起用しているが
最終的には A センターに集約され出荷されている。近年は、企業成⻑に伴い取扱い物量が
増加。保管収容能力のキャパオーバーとなっておりバッファ倉庫として外部倉庫を数社利
用している状況である。配送は、基本的には A センターから路線便を起用し全国のカスタ
マーに向け出荷されているが、一部外部委託先からも同一カスタマーに出荷されているこ
とが分かった。外部委託物流業者は、バッファ用倉庫の他、プロモーション企画における
流通加工用として中部・近畿地区に数社を起用している。流通加工品は、最終的に流通加
工業者 1 箇所に集約され全国のカスタマーに配送されている。 

図 3 の現行物流 MAP でも示す通り、物量増加に伴い多くの外部倉庫を利用しており在
庫管理の煩雑化および横持移動が頻発していることが分かった。 

 
 
 
2.3 問題整理と提案目的の設定 

現行物流 MAP 整理やデータ分析より調達物流、生産物流、販売物流の観点から下記の
通り問題点を整理した。 
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調達物流 
1. OEM 商品は、全量 A センターに入庫されカスタマーに配送されている。東日本は

50%程度の物量があるが関東 OEM 商品は戻り物流（東→⻄→東）になっている。 
2. 輸入商品は、全量 A センターに入庫されカスタマーに配送されている。主要需要地は

揚げ港分散により輸配送費を削減できる可能性がある。 
※今回は、現地工場の生産状況や製造ロット単位の都合から提案対象外となった。 

生産物流 
1. バッファ用外部倉庫を 3 箇所起用。横持移動が頻発しコスト増の原因になっている。 
2. 流通加工委託先として 4 箇所起用。横持移動が頻発しコスト増の原因になっている。 
3. 流通加工品は、最終的に 1 箇所に集約されるため 2 次横持ちが発生している。 
4. 主要バッファ倉庫、流通加工委託先が 7 箇所にまたがり管理が煩雑化している。管理

人権費増加の原因になっており手配ミスも発生している。 
販売物流 
1. 同一地区・カスタマーに対し複数拠点から出荷されているため、配送効率が悪い。口

割れによる配送コスト増の原因になっている可能性がある。 
2. 繁閑期の月間物量差は 2 倍以上となる。物量波動が大きく配送手配に苦慮しておりイ

レギュラー費用や配送品質への影響が発生している。 
3. 路線便を中心とした配送になっており配送事故件数の増加になっている。 
4. 関東地区は全体の 36.4%を占める最重要マーケットとなるが、中・⻑距離配送とな

る。緊急オーダーや配送事故発生後における対応力の強化が必要。 
5. 災害リスクにおける安定供給網が整備されていない。持続的安定供給網の整備が必

要。 
 

上記問題を解決するため「関東 DC（ディストリビューションセンター）3 を新設し、①
BCP 対応における安定供給体制の確立と②トータル物流コストの削減を実現する」ことを
提案目的とした。 
 
 
2.4 具体的改善策の立案 

A 社と現行物流 MAP 図および各物量を確認し概ね相違ないことを確認した。次に制約
条件（A 社要望条件）を整理した。図 4 で示す通り、2.3 で発見した問題点と確認すべき
その他制約条件を整理し各事項に対する具体的改善策を検討した。 
 

 
３川島賢「第 3 単元 物流拠点管理 1.保管・荷役とマテハン機器」『第 142 期物流技術管
理士資格認定講座テキスト』,2020 年,P.11 
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下記に具体的改善策におけるトピックスを記載する。 
1.立地 

拠点立地選定においては、サービスレベルおよびトータル物流コストに大きく影響する
極めて重要な要件である。立地選定には、トンキロ計算における最小トンキロ立地を検討
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した。図 5 の通り輸送トンキロ（A センターから各拠点への在庫移動）と配送トンキロを
合わせて確認した結果、神奈川県が有力立地となった。また、神奈川より⻄は現行比 30%
以上の増加率になることから神奈川県までを選定。神奈川県には南関東地区自社倉庫
（T2）があるため有力提案倉庫として位置付けた。北海道は、現行比 16%増となりどの
拠点からもフェリー運航になるため、BCP における対策効果も薄い。コスト増の原因にな
ることから A センターからの出荷維持が望ましいと判断した。 

在庫移動便に関しては、400km 程度離れているため鉄道輸送に優位性があると考えてい
た。しかし、A センターの立地上、最寄りターミナル間の陸上距離がかさみコストメリッ
トがでないことが分かった。その他、海上輸送、連結トラックも含め検討した結果、トレ
ーラー車（T11 型パレット 24PL 積載車）がコストおよびサービスレベルとも最適便であ
ると結論付けた。 
2.カスタマー 

カスタマー要件は、サービスレベルを考察する上で最も重要な要件となる。T2 倉庫で
は、日用品共同配送を実施している。商慣習やカスタマー庭先条件を理解しておりリード
タイムも厳守できることを確認した。A 社とのマッチング率（件数）は 60%を超える。一
部、路線対応エリアとなるが共同配送可能物量（kg）は 80%となるため、配送品質の向上
に繋がると判断した。 
3.商品管理、4.倉庫スペック、5.情報システム 

商品管理、倉庫スペック、情報システム要件は、寄託貨物を適正に取り扱う上で最大限
考慮すべき項目であり見積試算でも重要な検討要素となる。図 6 の通り基本仕様書 4 にて
必要処理能力を確認しレイアウト設計や運用シミュレーションを実施した。また、提案書
に業務フロー、WMS におけるロット管理、誤出庫防止機能などを盛り込み説明すること
にした。 
6.その他 薬機法対応「流通加工」 

流通加工であるが現行物流 MAP 上の横持費を削減する上で新関東 DC での必須機能と
なる。流通加工後は容積が大きくなる傾向があるため、梱包密度が⾼い単品状態で関東に
在庫移動することでの横持費削減効果も期待できる。T2 倉庫では既に化粧品・医薬部外
品製造業対応の流通加工ラインが整備されていた。ただし、波動分析より現行ライン数で
は不足することが分かった。稼働準備スケジュールにライン数増設および薬事申請を必要
項目として準備を進めることにした。 

 
 

 
4 吉井宏治「第 3 単元 物流拠点管理 4.物流拠点管理演習」『第 142 期物流技術管理士資
格認定講座テキスト』,2020 年,P24-26 
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2.5 新物流 MAP 整理と期待効果 
 2.4 で整理した具体的改善策から図 7、8 で示す「新物流 MAP」および「現行物流 MAP
／新物流 MAP トータル物流コスト比較」資料を作成し期待効果検証を実施した。 

なお、A 社および現行起用委託業者の単価・条件は非開示箇所もあったため、不明箇所
は地域の想定単価にて仮試算し最終調整を A 社に依頼した。 
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下記に関東 DC（T2）を設置することでの新物流 MAP 整理および期待効果を記載する。 
・関東 OEM 商品は、41.7%程度を関東 DC に直送し輸配送費を削減する。 
・バッファ用外部倉庫 3 箇所の集約が可能。A センター間における横持費の削減を図る。 
・流通加工委託先 4 箇所から 2 箇所まで集約が可能。横持費の削減を図る。 
・外部委託先 7 箇所から 2 箇所に集約。在庫管理および業務負荷の軽減に繋がる。 
・在庫移動には、24PL 積載トレーラー車を起用し在庫移動費を最大限抑制する。 
・関東 DC からカスタマーへの配送は、東北・関東地区として配送効率を向上させる。ま

た、共同配送を実施し配送品質向上を実現する。  
・関東 DC への在庫分散により災害時における供給網寸断のリスクヘッジとなる。また、

関東主要マーケットへの緊急対応が迅速かつ低コストで実現できる。 
・トータル物流コストは、月間 1,556 千円の削減期待効果となる。 

 
上記より提案目的である「関東 DC を新設し、①BCP 対応における安定供給体制の確立

と②トータル物流コストの削減を実現する」ことが可能と判断し提案を実施した。 
 
2.6 提案結果と評価 

提案書には、期待効果の他、各制約条件に対する具体的改善策および稼働スケジュール
案を盛り込みプレゼンテーションを実施した。A 社も今後の物流環境悪化による懸念とコ
スト的にも改善効果が期待されることから改革に移すことで決定。ただし、A 社既存委託
先との関係性もあり下記の通り段階的な機能拡張とすることになった。 
・第一段階：プロモーション企画品における流通加工・保管・配送 
・第二段階：A ランク商品の保管・配送 
・第三段階：B・C ランク商品の保管・配送 
・第四段階：他エリア SP の検討 
 

第二段階の A ランク商品の選定には、図 9 で示す通り ABC／パレート分析 5 を実施。①
頻度・②数量・③重量ランクを掛け合わせた数値を選考指標とし、70%を占める A ランク
170SKU からスタートした。改善施策効果が認められ現在第三段階に推移し始めている。
また、物流環境の更なる悪化が懸念されることから第四段階も検討に入っている。 

一方、評価指標の 1 つである配送品質は、定期品質会議にて事故発生率の KPI 指数およ
び遅配・破損・紛失・誤配など各要因別分析・対策内容を共有している。年々取扱い物量
が増加する中、立ち上げ時 0.80%であった事故発生率は 2020 年 12 月現在 0.48%まで削減
できており一定の評価を頂いていると認識している。 

 
5 加藤修之「第 6 単元 物流現場改善 2.物流現場の改善技法」『第 142 期物流技術管理士
資格認定講座テキスト』,2020 年,P25-26 
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3.結論 
3.1 成功要因 
 本物流提案の成功要因は、1.物流改善取り組みの重要性共有、2.計画的なスケジュール
管理、3.荷主目線に沿った改善策立案があげられると認識している。 
1.物流改善取り組みの重要性共有 
 物流拠点の再編は、現行物流フローと全く異なるため様々な運用リスクが伴う。そのた
め、改革になかなか決断し辛い側面がある。初期段階において物流を取り巻く環境、BCP
対応の重要性、物流コストの仕組みにおける情報を共有できたことが本格的な検討への大
きな足掛かりになったと思われる。 
2.計画的なスケジュール管理 
 1.物流環境共有、2.現状把握、3.改善・改革検討、4.提案、5.立ち上げ・稼働の 5 ステッ
プを概ね計画的に進めることができた。各段階において情報確認不足があると結果に大き
く影響する。適時、意見交換や相違ないか確認し進めたことが稼働まで大きな問題なく遂
行できた要因であると認識している。 
3.荷主目線に沿った改善策立案 
 今回の事例で言えば、多くの外部委託業者を起用しておりこれらを集約することで横持
費だけでなく管理業務を大幅に削減できた。輸送費がかさむ関東 DC への在庫移動におい
ては、複数の輸送モードを検討したことでトータル物流コスト削減に繋げることができ
た。また、共同配送による配送品質向上施策など荷主の立場に立ち、何が問題でどういっ
た対策が有効かを検討し具体化したことが評価に繋がったと思う。 
 
3.2 今後の課題と展開 
 現在の物流環境は、コロナ感染症拡大の影響もあり B to B 市場における物量は低調とな
っている。そのため、ドライバーや作業者不足は一時的に緩和されていると思われる。し
かし、これは異常な経済・市場の状況でありまたいつ労働者不足問題が表面化するか分か
らない。また、2024 年にはドライバーの働き方改革が進み、益々⻑距離輸送が困難になる
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ことが予想される。物流コストだけでなく安定供給、BCP の観点からの拠点最適化の提案
をすることも我々物流事業者の使命である。A 社の企業価値を⾼めるロジスティクス最適
化提案を更に目指していく。 
 
3.3 おわりに 
 本論文は、物流技術管理士資格認定講座にて学んだ内容を踏まえ整理した内容である。
実際のデータ分析、条件整理やシミュレーションには相当な時間を要しスケジュール通り
にいかなかった部分もある。仕事には期日があり、限られた時間で効率的に遂行しより効
果の⾼い成果物を創造することが重要である。今回、物流技術管理士資格認定講座で問題
解決プロセスや物流設計技法を学ぶことができ、物流提案の組み立て方を整理することが
できた。学んだことを活かし荷主や自社のあるべき姿の実現に向け取り組んでいきたい。 
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